
令和７年度 第４回 常設審議委員会 次第 

 
開催会場 第二水産ビル ４階 ４S 会議室 

開催月日 令和 ７年 ７月２５日（金）  

 

１ 開  会 
 

２ 挨  拶 
 

３ 議事録署名者指名 
 

４ 常設審議委員会傍聴規程の改定について 

 

５ 諮問・意見聴取 

１）農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮問について 

２）農地法第 4条及び第 5条の規定に基づく意見聴取について 
 

６ 報  告 

 １）経済財政運営と改革の基本方針 2025 について 

 ２）農業経営基盤強化準備金制度について 
  

７ 協  議 

 １）令和７年度 地域の実態に即した施策の実現に向けた要請活動について 
 

８ そ の 他 
 

９ 閉  会 

【メモ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

次回 令和７年度第５回常設審議委員会は、令和 ７年 ８月２５日（月曜日） 
開会時間は、１３：３０です。※ 開催時間を変更する可能性があります。  
場所は、第二水産ビル ３階 ３S 会議室です。（予定） 
※ 新型コロナウイルスの感染拡大状況によっては、開催日を期日とした書面開催

を行う場合があります。 



一般社団法人 北海道農業会議 常設審議委員会傍聴規程の遵守について

一般社団法人北海道農業会議常設審議委員会傍聴規程

（目 的）
第１条

この規程は、一般社団法人北海道農業会議常設審議委員会（以下、「委
員会」という。）の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。

（傍聴人の定義）
第２条

この規程で「傍聴人」とは、以下に掲げる者以外の者をいう。
① 一般社団法人北海道農業会議常設審議員会運営規程第３条第２項
第３号から同条同項第７項までに規定された団体の役職員

② 北海道職員
③ 一般社団法人北海道農業会議代表理事会⾧が、当該常設審議委員
会に出席を求めた者

（傍聴の手続）
第３条

傍聴を認める定員は５名とする。
２ 委員会を傍聴しようとする者は、委員会の開催予定時刻の30分前から開
催予定時刻までに受付において傍聴人名簿に署名して受付を済ませ、一般
社団法人北海道農業会議事務局職員（以下、「職員」という。）の指⽰を
受けて傍聴席に着席するものとする。

３ 前項の受付は、定員になり次第終了する。

（傍聴することができない者）
第４条

次の各号に該当する者は、傍聴することができない。
① 酒気を帯びている者
② 危険物を携帯している者
③ 張り紙、ビラ、掲⽰板、プラカード、旗、のぼりの類を携帯して
いる者

④ はち巻き、たすき、ゼッケン、ヘルメットの類を着用しまたは携
帯している者

⑤ 楽器、ラジオその他音声を発する機械類を携帯している者
⑥ 前各号に定めるもののほか、議事を妨害しまたは人に迷惑を及ぼ
すと認められる者

２ 児童及び乳幼児は傍聴席に入ることができない。ただし、保護者が同伴
する場合はこの限りでない。

（傍聴人の守るべき事項）
第５条 傍聴人は傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。
① 静粛を保ち、会議内容に関する発言あるいは私語等をしないこと。
② 委員会会場における言論に対し、拍手その他の方法により公然と可
否を表明しないこと。

③ 喫煙をしないこと。
④ みだりに席を離れまたは不体裁な行為をしないこと。
⑤ 携帯電話、パーソナルコンピューター等の情報通信機器を使用しな
いこと。また、これら機器の受信音を出さないこと。

⑥ 写真撮影、録画および録音等をしないこと。
⑦ 前各号に定めるもののほか、委員会会場の秩序を乱しまたは委員会
の妨害となるような行為をしないこと。

（報道機関の特例）
第６条

報道機関の傍聴については、必要に応じて記者席を設けるものとする。
２ 報道機関から取材等の申入れがある場合は、委員会会場内の写真撮影、録
画および録音を認めるものとする。ただし、その方法等については議⾧また
は職員の指⽰に従わなければならない。

（資料の不配付）
第７条
傍聴人に対しては、一般社団法人北海道農業会議定款第４２条第１項第１号

に掲げる事項の処理に係る資料を配布しない。

（違反に対する措置）
第８条
傍聴人がこの規程に違反するときは議⾧はこれを制止し、その命令に従わな

いときはこれを退場させることができる。

附 則
１ この規程は、平成２８年１１月２５日（第８回常設審議委員会の日）か
ら施行する。

附 則
１ この規程は、令和７年７月２５日（第４回常設審議委員会の日）から施
行する。



改定前改定後

（資料の不配布）

第７条
傍聴人に対しては常設審議委員会資料を配布しない。
ただし、前条に規定する報道機関はこの限りではない。

（資料の不配布）

第７条
傍聴人に対しては常設審議委員会資料のうち、一般社団法人北海道農業

会議定款第４２条第１項第１号に掲げる事項の処理に必要な資料を配布し
ない。

一般社団法人 北海道農業会議 常設審議委員会傍聴規程の遵守について

【 参考 】

北海道農業会議定款

第42条第1項第1号
常設審議委員会は、次に掲げる事項を処理する。
一 農業委員会法第43条第1項第7号に規定する農地法その他の法令の規定により都道府県機構が行うとされた事項

※ 農地転用（農地法第４条・第５条）
賃貸借の解約（農地法第１８条）
所有者不明農地の賃貸借（農地法第４１条）
開発行為（農振法第１５条の２）
交換分合（土地改良法第９７条） など

１ 傍聴規程に基づく名簿の作成の徹底

第３条第２項
委員会を傍聴しようとする者は、委員会の開催予定時刻の30分前から開催予定時刻までに受付において傍聴人名簿に署名して受付を済ませ、一般

社団法人北海道農業会議事務局職員（以下、「職員」という。）の指⽰を受けて傍聴席に着席するものとする。

２ 個人情報の保護の徹底
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報告事項 ２
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地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）

【 地域計画 】

農業経営基盤強化促進法の規定に基づき、市町村が定める10年後の地域の農地
の利用を想定した計画
地域計画内で目標地図を作成する。
※ 1筆につき、10年後を想定した1人の利用者をはめる
※ 期待感が強すぎて、農政の中心に置かれつつある。

地域計画と関連している補助事業 現在 77

地域計画

ここに、記載されていないと、準備金を積み立てすることができない。
道内の場合、特例により、現在の利用者が、農業を担う者とされている。 この農地を売買する場合、「 A042 」に該当する、

地域計画上の農業を担う者でないと、準備金を活用
して農地を購入することができない。

【 目標地図 】
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地域計画の変更

地域計画策定マニュアル（地域計画の策定・実行までの流れ）

地域計画変更マニュアル（協議の場の開催方法（例））

いるが、公告縦覧期間が定められているため、地域計画を変更す

るためには、２週間以上の期間を要する。

協議の場の開催については、書面などによる簡易な方法も⽰され

農業経営基盤強化準備金の活用

農地・農業用機械等の購入 農業経営改善計画への記載
※ 時間短縮は可能

農地の購入 目標地図への記載
※ 絶対２週間以上

準備金を活用して農地を購入する場合は、

12月に入ってから、相談されても間に合わない。



地域の実態に即した施策の実現に向けた要請活動の実施について

１１月

２８日（金）２７日（木）２６日（水）２５日（火）２４日（月）

要請活動要請活動移動（上京）

振替休日
（勤労感謝の日）

AM

全国農業委員会会⾧代表者集会
（文京シビックホール）

要請活動

農業者年金加入推進セミナー
（銀座ブロッサム）

要請活動

第８回常設審議委員会PM

【要請想定スケジュール】

【要望書作成スケジュール】

令和 ７年 ８月２５日（月） 第５回常設審議委員会 『 要望書の方向性の検討 』

令和 ７年 ９月２５日（木） 第６回常設審議委員会 『 要望書原案の協議 』

令和 ７年１０月２４日（金） 第７回常設審議委員会 『 要望書案の協議、並びに要望書の決定 』

【要望書の方向性イメージ】

〇 骨太の方針「経済財政運営と改革の基本方針2025」と新たな食料・農業・農村基本計画から見た矛盾点・疑問点

〇 人口減少下における担い手の育成・確保対策の構築

〇 備蓄米運用の在り方から見た食料安全保障の構築
・残り１０万トンの備蓄米は、２０年産米で、令和８年度に処分されて、備蓄がゼロになってしまうのでは？

協議事項 １
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農業構造転換集中対策の実施に向けた緊急決議

令和７年５月２７日
自 由 民 主 党

食料安全保障強化本部
政 務 調 査 会
総合農林政策調査会

農 林 部 会

我が国の食料・農業・農村は、国内外の大きな情勢の変化に直面している。党は、四半
世紀ぶりに本格改正された「食料・農業・農村基本法」及び、その理念を具体化する「食
料・農業・農村基本計画」の実効性の確保を図るため、本年４月に「新たな食料・農業・
農村基本計画の実効性確保のための農業構造転換集中対策の推進等に関する決議」を行っ
た。
決議では、農業構造転換を推進し農業者の所得向上を実現するため、関係省庁が連携し

て、水田政策の見直しを始め、米、麦・大豆、畜産、野菜、果樹、茶、花き、甘味資源等
を生産する農業者が前向きに営農できるための支援や中山間地域対策、スマート農業技術
の開発導入等について、必要かつ十分な予算額を確保することを政府に対して求めたとこ
ろであり、引き続き党としても、その実現に向けて最大限努力していく必要がある。
このうち、特に構造転換の前提となる、ハード整備を伴い、早急かつ計画的に対応する

必要がある事業については、既存予算とは別枠で思い切った規模の予算を確保するととも
に、中⾧期的な事業実施の展望を⽰すことで、今後、地域の合意形成の後押しと担い手へ
の農地の集積・集約化など地域農業の構造転換を確実に進めていくことが重要である。
我が国の農業者は、過去２０年の間に半減し、今後１５年間で現在の１/４にまで減少す

ることが見込まれている。基本法改正後の初動の５年間に集中的に対策を講じていくため
に、今動かなければ手遅れになる、という強い危機感のもと、自由民主党食料安全保障強
化本部として、不退転の決意で、以下、緊急に決議する。

記

「農業構造転換集中対策期間」で手中的に実施すべき以下の項目について、現場の要望
量や現在の資材費・人件費等の高騰状況を十分に踏まえた上で、中⾧期的かつ明確な見通
しのもと、令和７年度から令和１１年度までの初動５年間で、万全に事業を実施すべく、
従来の農業関係予算とは別枠で必要な予算を確保すること。なお、今後更なる資材費・人
件費等の上昇により影響が生じる場合には、適切に反映していくこと。
併せて、事業実施に係る農業者地方公共団体等の負担を軽減するため、補助率の嵩上げ、

地方財政措置を田暑くすること、発注体制や施工業者の受注環境の整備等の事業の執行体
制の充実を図ること等の対応により、円滑かつ着実な事業の執行が図られるよう国として
も後押しすること。
また、これらの事業の効果を最大限発揮するためには、地域計画の見直しなど生産現場

の合意形成を促進するほか関連するソフト対策等を併せて実施することも重要であること
から、あらゆる機会を捉えて必要な予算を確保すること。

一 農地の大区画化等の農業農村整備
地域計画に基づく農地の集積・集約化、スマート農業技術の導入や米の輸出拡大に向け

た低コスト生産に向け、１ヘクタール以上の団地農地の整備を強力に推進するとともに、
中山間地域においてもきめ細やかな農地整備を実施するため、基盤整備全体で、現在の２
倍のペース、特に、１ヘクタール以上団地農地の整備については、現在の２倍のペース、
特に、１ヘクタール以上団地農地の整備については、４倍のペースで実施する。併せて、
これに伴い、追加的に必要となる水利施設の整備も実施すること。

二 共同利用施設等の再編・集約化
（一） ガット・ウルグアイ・ラウンド対策等により導入され、老朽化が進んでいる共

同利用施設について、生産性の向上を図るため、この５年間で更新・再編等の整
備を予定しているすべての施設の再編・集約化を実施すること。

（二） 畜産・酪農の構造転換に向けて、乳製品加工基幹施設、食肉、食鳥処理施設、
家畜市場、レンダリング施設等について、必要な施設・整備の整備、再編等を実
施すること。

三 スマート農業の社会実装の加速化等
（一） スマート農業技術活用促進法の開発供給事業の促進の目標に掲げるスマート農

業技術の実用化率を１００％とするとともに、多収化や高温耐性などに資する３
５の品種を育成するため、我が国の農業研究の中核機関である国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構(農研機構）の拠点施設整備、重点開発目標に定
める技術開発の促進、スタートアップ等への支援、新品種の開発等を推進するこ
と。

（二） スマート農業技術の導入面積割合５０％等のＫＰＩを達成するとともに、農業
従事者の減少下においても生産水準が維持できる生産性の高い食料供給の確立に
向けて、現場要望を踏まえ、担い手、サービス事業体等の先進的な取り組みの面
的な展開を加速するためスマート農業機械をはじめとする農業機械の導入を支援
すること。

（三） 畜産分野における生産性向上、労働時間の削減、環境負荷低減の実現に向け、
畜産農家におけるスマート農業機械の導入、合理化・高度化された施設への転換
や、飼料生産組織等への省力化機械の導入等支線すること。

四 輸出産地の育成・強化
農林水産物・食品の輸出額目標（５兆円）や米の輸出目標（３５万トン）の達成に向け、

大規模に輸出に取り組む産地を２５９産地（うち米については、３０産地）とするための
取組や輸出事業者の販路拡大の取組等を支援すること。

上記のほか、食料安全保障の強化その他の食料・農業・農村基本法に基づく施策に係る
必要かつ十分な予算の確保に万全を期すとともに、将来にわたって安定運営できる水田政
策の見直しに係る経費については、別途検討し令和９年度から措置すること。
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経済財政運営と改革の基本方針２０２５
ʙ 「今日より明日はよくなる」と実感できる社会へ ʙ

令和 ７年 ６月１３日

１．日本経済を取り巻く環境と目指す道

（略）

厳しさを増しているのは国際環境だけではない。国内では、例えば、頻発する自
然災害や甚大な被害が想定される大規模地震への対処、老朽化したインフラの保全、
エネルギー・食料・経済安全保障の確立など、強靱な経済構造をつくるための課題
は山積している。

本格的な人口減少を見据えた経済・財政・社会保障制度の持続可能性の確保など、
これまで指摘されながら、必ずしも十分に進んでいない構造改革への取組。人口減
少下にあっても、経済のパイを縮小させないためのイノベーションや生産性の向上、
そして、その前提となる質の高い雇用の確保。我が国を取り巻く国際秩序が大きく
変化する中にあっても、官民が連携し、こうした課題解決のための取組を推進し、
我が国経済の持続的成⾧と国民生活の豊かさの向上を目指すことこそが、「新しい
資本主義」の実現にほかならない。

（略）

「新しい資本主義」の実現に向けた取組によって、30年続いたコストカット型経
済は終焉を迎えつつあり、５％を上回る賃上げが２年連続して実現した1。石破内
閣は、その取組を更に進め、「賃上げこそが成⾧戦略の要」との考え方に立って、
最低賃金の引上げを含め、物価上昇を安定的に上回る賃上げを実現する。そして、
国民が「今日より明日はよくなる」と実感でき、ふるさとへの思いを高めることが
できる「新しい日本・楽しい日本」を実現することを目指す。そのための経済財政
運営と改革の基本方針が、本方針である。

２．地方創生２.０の推進及び地域における社会課題への対応
（３） 農林水産業の構造転換による成⾧産業化及び食料安全保障の確保

新たな基本法に基づく初動５年間（令和７ʙ11年度）の農業構造転換集中対策期
間において、食料安全保障の確保や農業・畜産業の生産基盤の強化等を推進する。

このため、新たな基本計画に基づき、コストの徹底的な低減に向けた農地の大区
画化や共同利用施設の再編・集約化、スマート技術の開発と生産方式の転換・実装、
輸出産地の育成を集中的・計画的に推進できるよう、機動的・弾力的な対応により
別枠で必要・十分な予算を確保し、施策の充実強化・見直しを行うとともに、地方
も含めた施策の推進に必要な体制等を確保し、収益力向上を通じた所得向上を図る。

現下の急激に上昇した米価格を落ち着かせ、消費者への米の安定的な供給を確保
するための政府備蓄米を始めとする米の流通の円滑化や消費者、生産者、流通事業
等関係者への丁寧な情報発信を含めた総合的対応を進める。

生産性向上に取り組む農業者が意欲を持って営農でき、食料の安定供給が確保さ
れるよう、水田政策の見直しの具体化を進め、新市場開拓用米や米粉用米等の需要
拡大、麦・大豆・国産飼料の生産性向上、有機・減農薬減肥料の推進、地域計画に
基づく農地の集約化の支援に関する既存制度の見直し・強化に取り組む。食料自給
力の確保に向け、土地改良事業の推進、農林水産高校の支援を含む新規就農や法人
参入の支援、経営安定対策の実施、多収品種等の導入、情報通信環境の整備、ス
タートアップやサービス事業体の育成、動植物検疫の強化等により、農業の成⾧産
業化を進める。海外から稼ぐ力の強化のため、輸出５兆円目標達成や、輸出・海外
進出・インバウンドの好循環を目指す。持続的で環境と調和の取れた食料システム
の確立に向け、米、野菜等の食料の合理的な価格形成、食品産業の持続的発展、食
品アクセスの確保、みどりの食料システム戦略の加速化、ＧＸを推進する民間活力
の取り込みやＧＨＧ排出削減パッケージの海外展開を推進する。国民理解の醸成に
向け、大人の食育、農林漁業体験機会の拡大を推進する。中山間地域等の振興のた
め、実情に合った基盤整備や機械導入の支援、鳥獣被害対策、地域社会の維持に取
り組む。農泊を始めとした里業、森業、海業の取組へのインバウンド需要の取り込
みを進める。

森林の集約化、デジタル技術を活用した境界明確化、循環利用を担う多様な人
材・経営体育成、林道等基盤整備や再造林、スマート林業、ＣＬＴやＪＡＳ構造材
による国産材転換・木材利用拡大を進める。

海洋環境の激変を踏まえ、資源調査・評価の抜本的改善、新たな操業形態への転
換、経営体・人の確保、漁港漁場の整備等による漁業の強靱化、養殖業の成⾧産業
化、海業の全国展開を進める。
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新たな食料・農業・農村基本計画

① 水田政策を令和９年度から根本的に見直し
作物ごとの生産性向上等への支援へと転換

② コメ輸出の更なる拡大

③ 地域計画に基づき、担い手への農地の集積・集
約化

④ サスティナブル（持続可能な）農業構造の構築
親元就農や雇用就農の促進により49歳以下担

い手を確保

⑤ 生産コストの低減を図るため、農地の大区画化
スマート農業技術の導入・DXの推進
共同利用施設等の再編・合理化

⑥ 生産資材の安定的な供給の確保
肥料・飼料の国産化

⑦ 輸出の促進
国内の食料需要減少下においても供給能力を

確保

⑧ 合理的な費用を考慮した価格形成

⑨ ラストワンマイル物流の確保

⑩ 環境負荷の低減
GX(脱炭素)に取り組む民間活力の取りこみ

⑪ 地方創生2.0の実現のための「総合的な農村振
興」

経済財政運営と改革の基本方針2025

① 水田政策の見直しの具体化
麦・大豆の生産性向上

② 新市場開拓用米や米粉用米等の需要拡大

③ 地域計画に基づく農地の集約化の支援に館sる
う既存制度の見直し

④ 農林水産高校の支援を含む新規就農や法人参入
の支援

⑤ コストの徹底的な低減に向けた農地の大区画化
共同利用施設の再編・集約化
スマート技術の開発と生産方式の転換・実装
土地改良事業の推進

⑥ 国産飼料の生産性向上

⑦ 輸出産地の育成を集中的・計画的に推進

⑧ 米、野菜等の食料の合理的な価格形成

⑨ 物流DX

⑩ GXを推進する民間活量の取り込み

⑪ 地域社会の維持

農業構造転換集中対策の実施に向けた緊急決議

⑤ 農地の大区画化等の農業農村整備
共同利用施設等の再編・集約化
スマート農業の社会実証の加速化

⑦ 輸出産地の育成・強化
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北海道農業会議による要請活動と経済財政運営と改革の基本方針2025

経済財政運営と改革の基本方針2025

① コストの徹底的な低減に向けた農地の大区画化

② スマート技術の開発と生産方針の転換・実装

③ 輸出産地の育成

④ 消費者への米の安定的な供給を確保

⑤ 水田政策の見直しの具体化

⑥ 麦・大豆・国産飼料の生産性向上

⑦ 有機・減農薬減肥料の推進

⑧ 地域計画に基づく農地の集約化の支援に関する既存制度の見直し・強化

⑨ 土地改良事業の推進

⑩ 新規就農や法人の参入の支援

⑪ 経営安定対策の実施

⑫ 多収品種等の導入

⑬ 情報通信環境の整備

⑭ 動植物免疫の強化

⑮ 米、野菜等の食料の合理的な価格形成

⑯ 大人の食育

北海道農業会議による要請活動等

① 要請していない。
※ 基盤整備の予算という意味では、毎年要請

② 令和７年５月に要請
※ 個人農家への導入支援という考え方として

③ 要請していない。

④ 令和５年１１月、令和６年１１月に要請
※ 需要に応じた生産ではなく、多めに作って輸出を調整弁に

⑤ 要請していない。
※ 道の連絡会議で対応しているため、要請していない。

⑥ 要請していない。

⑦ 要請していない。
※ そもそも減農薬の状態であるため、要請していない。

⑧ 何を言いたいのか不明、５年見直しを言っている？

⑨ 予算という意味では、基盤整備予算として、毎年要請

⑩ 令和５年５月ʙ令和７年５月に要請

⑪ 令和５年１１月ʙ令和７年５月に要請
※ 適正価格の構築が困難な場合として

⑫ 要請していない。

⑬ 令和５年１１月ʙ令和６年１１月に要請

⑭ 令和７年５月に要請

⑮ 令和５年１１月ʙ令和７年５月に要請

⑯ 令和５年１１月ʙ令和６年１１月に要請
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経済財政運営と改革の基本方針2025

① コストの徹底的な低減に向けた農地の大区画化
※ 自民党の緊急決議では、１ヘクタール以上の団地農地
の整備を現在の４倍のペース、中山間では２倍のペース

② 共同利用施設の再編・集約化

③ スマート技術の開発と生産方式の転換・実装

④ 輸出産地の育成を集中的・計画的に推進

⑤ ①ʙ④を機動的・弾力的な対応により必要・十分な予算を確保

⑥ 急激に上昇した米価格を落ち着かせ、消費者への米の安定的な
供給を確保するため、政府備蓄米の流通の円滑化等、総合的な対
応を進める。

⑦ 水田政策の見直しの具体化を進め、新市場開拓米や米粉用米等
の需要拡大

⑧ 麦・大豆・国産飼料の生産性向上

⑨ 有機・減農薬減肥料の推進

⑩ 地域計画に基づく農地の集約化の支援に関する既存制度の見直し
・強化

⑪ 土地改良事業の推進

⑫ 農林水産高校の支援を含む新規就農や法人参入の支援

⑬ 多収品種等の導入

⑭ 情報通信環境の整備

⑮ 米、野菜等の食料の合理的な価格形成

⑯ GXを推進する民間活力の取り込み等

〇 言っている内容に、目新しさが一切ない。
これまで、すでにに実施されている補助事業等を羅列して

いるだけ。

① コストの徹底的な低減に向けた・・・
骨太の方針の冒頭で、「30年続いたコストカット型経済は

終焉を迎えつつあり、賃上げこそが成⾧戦略の要」と言って
いるが・・・

⑥ 米価格を落ち着かせ・・・
骨太の方針の冒頭で、「我が国経済の持続的成⾧と国民生

活の豊かさの向上を目指すことこそが、「新しい資本主
義」」「賃上げことが成⾧戦略の要」「今日より明日はよく

なる」と言っている。
米の値段を下げることが、国民生活の豊かさであり、新し

い資本主義なのか？

米の値段を下げる＝米農家にとっては、「今日より明日が
悪くなる」ではないのか？

⑦ 2025の骨太の方針として、「水田政策の見直しの具体化」
概算要求時点で⽰される？
それを見ての対応か？

⑩ おそらく５年見直しの関係と思われる。
令和１０年度改正なので、見えるが、令和９年冬か？

〇 新たな食料・農業・農村基本計画では、地方創生2.0も記載
されているが、骨太の方針においては、農業分野では、連携
する感じが一切ない。
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北海道の認定農業者 令和５年と２０５０年

十 勝宗 谷上 川渡 島胆 振石 狩空 知

449582音更町4459猿払村106173鷹栖町25松前町1830豊浦町173302当別町86144南幌町

217342士幌町1838浜頓別町97118東神楽町00福島町4783洞爺湖町126223新篠津村53112奈井江町

104141上士幌町1531中頓別町105188当麻町4086知内町3879壮瞥町3850北広島市131289由仁町

148205鹿追町5096枝幸町68122比布町824木古内町2031白老町149200石狩市288519⾧沼町

4781新得町84142豊富町2360愛別町120168七飯町76155安平町209268江別市141269栗山町

194312清水町4872幌延町1436上川町47106森町108188厚真町131147千歳市98144月形町

427564芽室町65123稚内市122143東川町77146八雲町126272むかわ町122144恵庭市58129浦臼町

107134中札内村325561小計244415美瑛町1226⾧万部町95157伊達市5967札幌市134234新十津川町

153210更別村124218上富良野町116188北斗市1925苫小牧市10061401小計59162妹背牛町

78128大樹町オホーツク159278中富良野町5082函館市1322登別市61114秩父別町

4285広尾町213390大空町4062南富良野町472832小計5601046小計後 志59143雨竜町

323453幕別町176335美幌町69占冠村01島牧村54120北竜町

95193池田町61143津別町82178和寒町檜 山日 高11寿都町67137沼田町

90156豊頃町145239斜里町108225剣淵町2146江差町121231日高町1731黒松内町2894夕張市

113235本別町102196清里町4375下川町1027上ノ国町95188平取町119206蘭越町454786岩見沢市

97170足寄町153281小清水町58114美深町78168厚沢部町116165新冠町8791ニセコ町181427美唄市

3663陸別町128261訓子府町716音威子府村39乙部町191344新ひだか町6296真狩村3290芦別市

82180浦幌町4285置戸町1427中川町614奥尻町96178浦河町5578留寿都村1437赤平市

485620帯広市57112佐呂間町4296幌加内町93226せたな町1331様似町2843喜茂別町2248三笠市

32904854小計4376遠軽町502700旭川市95192今金町917えりも町4271京極町117182滝川市

107211湧別町195436士別市306682小計6401154小計119153倶知安町3767砂川市
釧 路1736滝上町253400名寄市159276共和町221449深川市

48釧路町4169興部町265483富良野市612岩内町23944696小計

4082厚岸町1115西興部村26764572小計01積丹町

96168浜中町3157雄武町00古平町

142251標茶町
447680

北見市第一留 萌5182仁木町

50104弟子屈町北見市第二2454増毛町2852余市町

5573鶴居村194328網走市3985小平町1622赤井川村

2153白糠町4483紋別市48103苫前町13小樽市

66111釧路市20123597小計4698羽幌町7911219小計

471850小計2556初山別村

4392遠別町
根 室4380天塩町

428667別海町2046留萌市

232322中標津町288614小計

79122標津町

6774根室市

7751195小計

令和32年（2050）推測令和５年３月時点

16,008経営体27,499経営体認定農業者総数

111市町村（65.7％）75市町村（44.1％）認定農業者100人未満市町村

68市町村（40.2％）35市町村（20.6％）認定農業者50人未満市町村 左枠：令和５年３月時点
右枠：2050推測値
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２０５０年における経営面積規模（令和５年比較した時の経営面積倍率）

十 勝宗 谷上 川渡 島胆 振石 狩空 知

1.3倍音更町1.3倍猿払村1.6倍鷹栖町2.5倍松前町1.7倍豊浦町1.7倍当別町1.7倍南幌町
1.6倍士幌町2.1倍浜頓別町1.2倍東神楽町推測不能福島町1.8倍洞爺湖町1.8倍新篠津村2.1倍奈井江町
1.4倍上士幌町2.1倍中頓別町1.8倍当麻町2.2倍知内町2.1倍壮瞥町1.3倍北広島市2.2倍由仁町
1.4倍鹿追町1.9倍枝幸町1.8倍比布町3.0倍木古内町1.6倍白老町1.3倍石狩市1.8倍⾧沼町
1.7倍新得町1.7倍豊富町2.6倍愛別町1.4倍七飯町2.0倍安平町1.3倍江別市1.9倍栗山町
1.6倍清水町1.5倍幌延町2.6倍上川町2.3倍森町1.7倍厚真町1.1倍千歳市1.5倍月形町
1.3倍芽室町1.9倍稚内市1.2倍東川町1.9倍八雲町2.2倍むかわ町1.2倍恵庭市2.2倍浦臼町
1.3倍中札内村1.7倍小計1.7倍美瑛町2.2倍⾧万部町1.7倍伊達市1.1倍札幌市1.7倍新十津川町
1.4倍更別村1.8倍上富良野町1.6倍北斗市1.3倍苫小牧市1.4倍小計2.7倍妹背牛町
1.6倍大樹町オホーツク1.7倍中富良野町1.6倍函館市1.7倍登別市1.9倍秩父別町
2.0倍広尾町1.8倍大空町1.6倍南富良野町1.8倍小計1.9倍小計後 志2.4倍雨竜町
1.4倍幕別町1.9倍美幌町1.5倍占冠村推測不能島牧村2.2倍北竜町
2.0倍池田町2.3倍津別町2.2倍和寒町檜 山日 高1.0倍寿都町2.0倍沼田町
1.7倍豊頃町1.6倍斜里町2.1倍剣淵町2.2倍江差町1.9倍日高町1.8倍黒松内町3.4倍夕張市
2.1倍本別町1.9倍清里町1.7倍下川町2.7倍上ノ国町2.0倍平取町1.7倍蘭越町1.7倍岩見沢市
1.8倍足寄町1.8倍小清水町2.0倍美深町2.2倍厚沢部町1.4倍新冠町1.0倍ニセコ町2.4倍美唄市
1.8倍陸別町2.0倍訓子府町2.3倍音威子府村3.0倍乙部町1.8倍新ひだか町1.5倍真狩村2.8倍芦別市
2.2倍浦幌町2.0倍置戸町1.9倍中川町2.3倍奥尻町1.9倍浦河町1.4倍留寿都村2.6倍赤平市
1.3倍帯広市2.0倍佐呂間町2.3倍幌加内町2.4倍せたな町2.4倍様似町1.5倍喜茂別町2.2倍三笠市
1.5倍小計1.8倍遠軽町1.4倍旭川市2.0倍今金町1.9倍えりも町1.7倍京極町1.6倍滝川市

2.0倍湧別町2.2倍士別市2.2倍小計1.8倍小計1.3倍倶知安町1.8倍砂川市
釧 路2.1倍滝上町1.6倍名寄市1.7倍共和町2.0倍深川市

2.0倍釧路町1.7倍興部町1.8倍富良野市2.0倍岩内町2.0倍小計
2.1倍厚岸町1.4倍西興部村1.7倍小計推測不能積丹町
1.8倍浜中町1.8倍雄武町推測不能古平町
1.8倍標茶町

1.5倍
北見市第一留 萌1.6倍仁木町

2.1倍弟子屈町北見市第二2.3倍増毛町1.9倍余市町
1.3倍鶴居村1.7倍網走市2.2倍小平町1.4倍赤井川村
2.5倍白糠町1.9倍紋別市2.1倍苫前町3.0倍小樽市
1.7倍釧路市1.8倍小計2.1倍羽幌町1.5倍小計
1.8倍小計2.2倍初山別村

2.1倍遠別町
根 室1.9倍天塩町

1.6倍別海町2.3倍留萌市
1.4倍中標津町2.1倍小計
1.5倍標津町
1.1倍根室市
1.5倍小計
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２０５０年における経営面積規模（令和５年と比較した場合に1.5倍以上の経営面積となる市町村）

3.0倍以上 ４市町村

2.0倍以上 ６０市町村

1.5倍以上2.0倍未満 ７１市町村

1.5倍未満 ３２市町村

推測不能 １２市町村
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北海道における関係人口（関係人口の実態把握（国土交通省令和３年３月１７日））

人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の訪問者数

0.0ʙ2.5

2.5ʙ5.0

5.0ʙ7.5

7.5ʙ1.0

10.0以上

未回答
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北海道における関係人口（訪問系）の訪問者数（北海道農業会議試算）

0.0ʙ2.5
2.5ʙ5.0 5.0ʙ7.5 7.5ʙ1.0

10.0以上

2.5人
想定

0.0人
想定

人口
（2024）市町村名振興

局

1人0人4,819人奈井江町

空知

3人0人10,905人栗山町

19人0人75,522人岩見沢市

5人0人18,976人美唄市

3人0人11,571人芦別市

2人0人7,465人三笠市

4人0人15,286人当別町

石狩

14人0人56,903人北広島市

14人0人57,645人石狩市

30人0人118,686人江別市

18人0人70,354人恵庭市

4人0人15,451人白老町

胆振

2人0人7,311人安平町

19人0人76,519人室蘭市

42人0人166,846人苫小牧市

11人0人44,451人登別市

5人0人20,591人新ひだか町
日高

1人0人3,901人様似町

1人0人3,467人福島町

渡島
1人0人3,644人木古内町

4人0人14,779人八雲町

11人0人43,660人北斗市

2人0人9,862人東神楽町

上川

1人0人3,150人上川町

1人0人4,579人中富良野町

80人0人320,436人旭川市

4人0人16,869人士別市

6人0人25,376人名寄市

2人0人7,300人枝幸町宗谷

1人0人3,715人清里町

オ
ホー
ツク

1人0人4,415人小清水町

5人0人18,068人遠軽町

1人0人4,093人雄武町

28人0人111,740人北見市

11人0人42,971人音更町

十勝
1人0人5,829人士幌町

6人0人25,617人幕別町

2人0人6,009人広尾町

5人0人18,642人釧路町

釧路 2人0人8,395人厚岸町

39人0人157,519人釧路市

6人0人22,440人中標津町根室

5.0人
想定

2.5人
想定

人口
（2024）市町村名振興

局

4人2人7,785人南幌町

空知

5人3人10,057人⾧沼町

1人1人2,229人秩父別町

4人2人8,741人赤平市

9人5人18,764人深川市

1人1人1,957人新篠津村

石狩 49人24人97,999人千歳市

978人489人1,956,928札幌市

1人0人1,957人喜茂別町後志

4人2人8,068人洞爺湖町胆振

6人3人11,107人日高町

日高 2人1人4,178人えりも町

6人3人11,453人浦河町

3人2人6,030人松前町渡島

3人2人6,820人江差町檜山

5人2人9,432人美瑛町

上川 5人3人10,004人上富良野町

10人5人19,949人富良野市

2人1人3,583人豊富町

宗谷 1人1人2,102人幌延町

15人8人30,946人稚内市

3人2人6,626人大空町
オ
ホー
ツク

3人2人10,694人斜里町

16人8人32,846人網走市

10人5人20,260人紋別市

3人1人5,531人新得町

十勝

4人2人8,907人清水町

3人2人6,012人池田町

1人1人2,937人豊頃町

3人2人6,190人本別町

3人2人6,172人足寄町

81人41人162,460人帯広市

4人2人7,127人白糠町釧路

12人6人23,006人根室市根室

7.5人
想定

5.0人
想定

人口
（2024）市町村名振興

局

12人8人16,505人倶知安町
後志

2人1人2,656人古平町

4人2人4,817人⾧万部町
渡島

180人120人240,218人函館市

5人3人6,948人せたな町檜山

2人2人3,299人浜頓別町
宗谷

1人1人1,504人中頓別町

2人1人2,747人苫前町
留萌

14人9人18,695人留萌市

6人4人8,576人東川町上川

3人2人4,367人浦臼町根室

10.0人
想定

7.5人
想定

人口
（2024）市町村名振興

局

6人5人6,411人夕張市空知

2人1人1,770人積丹町後志

5人4人5,137人新冠町日高

2人2人2,288人南富良野町上川

10.0人以
上想定

人口
（2024）市町村名振興

局

5人5,481人ニセコ町
後志

2人2,036人留寿都村

2人1,591人占冠村
上川

3人2,935人下川町

2人1,865人利尻町宗谷

5人4,784人上士幌町十勝

818人ʙ1,949人国土交通省：関係人口の実態把握から
算出した北海道内の関係人口

144人ʙ 357人５万人以上の人口を有する市町村を除
いた場合の北海道内の関係人口

この規模での関係人口で、地方創生を行うことは、不可能
北海道に定期的に訪問する人の人数が、2,000人未満であるはずがない。
つまり、関係人口を把握することは不可能。
関係人口を増加することは地域の活性化において必要であるが、把握できない関係人口を
地方創生の中心に置くことに疑問。
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都道府県別経済的豊かさ

国土交通省
都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）
通勤の機会費用を含めた経済的豊かさ

首都圏において関係人口を増加することによって、地方創生を行うことを想定しているが、
経済的豊かさでは
東京都 ４７位
千葉県 ４４位
神奈川県 ４３位
埼玉県 ３８位
群馬県 ３５位

と首都圏の都県は、下位グループに位置しており、経済的豊かさから見た場合関係人口を作るにしても、⾧距離ではなく、
日帰り圏内（※２時間程度）での移動に留まると思われる。

※
国土交通省
国会等移転調査会報告選定基準の整理より。
東京からの距離
東京からの日帰り圏内、具体的には、東京からの新幹線等の鉄道利用で乗車時間２時間程度までが適当
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